
下水道事業の公営企業会計移行について

• 組合では、下水道事業の発展と持続可能な健全経営のため、令和２年４月１日よ
り、これまでの「官公庁会計（現金の収入及び支出の事実に着目して経理する現
金主義に基づく単式簿記）」から、地方公営企業法を適用した「企業会計（現金
の収支の有無にかかわらず経済活動の発生という事実に着目して経理する発生主
義に基づく複式簿記）」へ移行しました。

• 下水道事業に地方公営企業法を適用することにより、恒久的財産である下水道施
設をこれからも適切に維持するため財務情報を整理し、その企業的性格を活かし
ながら、より一層の経営の効率化・健全化に努めます。

• 令和元年度決算については、公営企業会計への移行に伴い、令和２年３月３１日
をもって打切り決算となりました。（地方公営企業法施行令第４条第１項）

●令和２年４月１日から公営企業会計に移行しました

●地方公営企業法の適用とは

総務省では、地方公共団体が公営企業の経営基盤の強化や財政マネジメントの向
上等にさらに的確に取り組むため、民間企業と同様の公営企業会計を適用し、経
営・資産等の状況の正確な把握、弾力的な経営等を実現することを推進しており、
人口3万人以上の団体における下水道事業について、平成27（2015）年度から令和
元（2019）年度までの5年間を「集中取組期間」とし、公営企業会計へ移行するこ
とを要請していました。

また、適用される規定の範囲によって、地方公営企業法の規定の全部を適用する
「全部適用」と、財務・会計に関する規定のみを適用する「一部適用（財務適
用）」があり、当組合下水道事業は、「一部適用（財務適用）」により公営企業会
計へ移行しました。

発生主義に基づく複式簿記による会計処理を行うことにより、資産を含む経営状
況を比較可能な形で的確に把握することで、次のような効果が得られます。

• 将来の収支見通し等を的確に行うことが可能となり、中長期的視点に基づき、適
切に経営方針を決定することができます。

• 他の類似の公営企業や民間企業との経営状況の比較を通じ、経営成績や財政状態
をより正確に評価・判断することができます。

• 比較可能で財務状況を把握しやすい会計の採用、決算の早期化等により情報開示
の充実がなされ、住民や議会によるガバナンスの向上が期待できます。

●公営企業会計移行による効果


